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排水設備の基準等
排水設備の基準については、次のとおりとする。
なお、記載のないものについては、下水道排水設備指針と解説及び排水設備工事責任技術者講習テキスト（社団法人日本下水道協会）による。
第１　下水の種類

１　下水の種類
	下水道法上の種類
	発生形態による分類
	下水の分類

	下　水


	汚　水
	生活若しくは事業に起因
	し尿を含んだ排水

	
	
	
	雑排水

	
	
	
	工場・事業場排水

	
	
	
	湧水

	
	雨　水


	自然現象に起因
	

	
	
	
	降雨、雪どけ水


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 　汚　水

ア　水洗便所からの排水

　　　イ　台所、風呂場、洗面所、洗濯場からの排水

　　　ウ　屋外洗場等からの排水（周囲からの雨水の混入がないもの。）

エ　冷却水

オ　プール排水

　　　カ　地下構造物からの湧水

　　　キ　工場、事業場の生産活動により生じた排水

　　　ク　その他雨水以外の排水

上記汚水のうち、雨水と同程度以上に清浄な次のものについては、公共下水道管理者との協議により雨水系統に接続することができるものとする。
（1） プール、池からのオーバーフロー排水

　　　　　　 （オーバーフロー排水は、暗きょ或いは開きょに接続すること。）

　　　　　　 （合流区域については、汚水扱いとする。）
(1) 　各種の貯水タンク・膨張タンクなどのオーバーフロー排水

　　   　　  高架水槽及び受水槽からのドレン排水及びオーバーフロー排水

(ウ)  上水・給湯及び飲料用冷水ポンプの排水

(エ)  排水口を有する露受け皿・水切りなどの排水

(オ)　上水・給湯及び飲料用冷水系統の水抜き

(カ)　消火栓・スプリンクラー系統などの水抜き

(キ)　逃がし弁の排水

(ク)　圧縮機などの水ジャケットの排水
（ケ）冷凍機・冷却塔及び冷媒・熱媒として水を使用する装置の排水
（コ）空気調和用機器の排水

（サ）潜熱回収型給湯器（エコジョーズ）からのドレン排水（中和装置で中和された排水）
（シ）上水用の水処理装置の排水

（ス）玄関マット等の排水
※　注意事項等
１　工場・事業場などからの下線部の排水については、その排水量が微量ではない場合、公共下水道管理者の許可等が必要。
２　ドレン排水については、次の要件を満たすこと。
　⑴　周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないこと。例えば、側溝や側溝ますに滞留する水に起因する害虫発生等のリスクなど。
⑵　汚水排水設備への接続が構造上困難な場合。

⑵　雨　水

ア　雨水

イ　地下水（自然現象により地表に流れ出てくる湧水）

　　　ウ　雪どけ水

　　　エ　その他の自然水

※　注意事項

　　　　　マンション等の屋上・通路・ベランダ排水については、次のとおり取扱う。
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　　　　　屋　　上　　　　　雨水排水として取扱う。

　　　　　　　  ただし、給水施設がある場合は、排水口を設け、汚水排水として取扱う。

通　　路　　　　　雨水排水として取扱う。

　　　　　　　　　　　　　　ただし、給水施設がある場合は、汚水排水として取扱う。

ベランダ　　　　　雨水排水として取扱う。

ただし、給水施設がある場合は、汚水排水として取扱う。

第２　排水設備の屋内配管関係
　１　屋内の排水管の内径及び基本的事項
　⑴　排水機器から取り出す器具排水管の最小口径は表１を標準とする。　
表１　器具排水管の最小口径
	建物の種別
	排　　水　　機　　器
	最小排水管内径（㎜）

	工　場

事務所

一般住宅
	洗面器、手洗器、小便器、一般の流し台、
洗濯機、浴槽、浴室土間排水、足洗い場
	５０以上

	
	掃除流し
	６５以上

	
	大便器
	７５以上

	
	汚物流し
	１００以上

	　ホテル

マンション

アパート

共同住宅
	洗面器、手洗い器、小便器、洗濯機　
	５０以上

	
	流し台、浴槽、浴室土間排水、掃除流し
	６５以上

	
	大便器（横走管３ｍ以内）
	７５以上

	
	汚物流し
	１００以上


⑵　管の延長が３ｍ以上となる場合、または、２個の排水器具から排出する排水を合流させる場合の
管の口径は前表の管の口径より１サイズ大に設定する。
⑶　排水管は、立て管、横管いずれの場合も、排水の流下方向の管径を縮小しない。
⑷　排水横枝管の管径は、これに接続する衛生器具のトラップの最大口径以上とする。
⑸　排水立て管の管径は、これに接続する排水横枝管の最大管径以上とし、どの階においても建物の
最下部における最も大きな排水負荷を負担する部分の管径と同一管径とする。
⑹　排水管には、管内の掃除が容易にできるように適切な位置に掃除口を設けること。

⑺　合流式の区域においても汚水と雨水は分離し、建物外に排除しなければならない。

⑻　勾　配
　　　　排水横管の勾配は表２を標準とする。
表２　排水横管の管径と勾配
	管　　　径（ｍｍ）
	勾　　　　　配

	　　６５以下
　　７５、１００
　　１２５
１５０以上
	最小1／５０
最小1／１００
最小1／１５０
最小1／２００


　　　　　      　　　　　　　               （ＳＨＡＳE－Ｓ２０６－２０００）
　２　附帯設備
　　　附帯設備を設置しようとするときは、次のとおりとし清掃及び検査に支障のないようにすること。
　　⑴　汚水流入口には、固形物の流下を有効に防止するためのごみよけ装置を設けること。
　　⑵　油脂類を流出する箇所には、油脂類の流下を有効に防止するための油脂遮断装置を設けること。
　　⑶　地下室その他水の自然流下が十分でない場所には、ポンプ施設を設けること。
　　⑷　適切な箇所に防臭装置を設けること。
第３　排水設備の屋外配管関係
　１　管きょ
1 　汚水管の管径及び勾配は、原則、次表のとおりとする。
	排 水 人 口　（人）
	排水管の内径　（㎜）
	勾　　　配

	　１５０未満
	　　　１００以上
	　２．０／１００以上

	　１５０以上　３００未満
	　　　１５０以上
	　１．５／１００以上

	　３００以上
	　　　２００以上
	　１．２／１００以上


　　　　なお、一つの建築物から排除される汚水の一部を排除する排水管で管路延長が３ｍ以下の場合は最小管径を７５㎜（勾配　１００分の３以上）とすることができる。
2 　雨水管又は合流管の管径及び勾配は、原則、次表のとおりとする。
	排 水 面 積　（㎡）
	排水管の内径　（㎜）
	勾　　　配

	　２００未満
	　　　１００以上
	　２．０／１００以上

	　２００以上　６００未満
	　　　１５０以上
	　１．５／１００以上

	　６００以上１５００未満
	　　　２００以上
	　１．２／１００以上

	１５００以上
	　　　２５０以上
	　１．０／１００以上


　　　　なお、一つの敷地から排除される雨水又は雨水を含む下水の一部を排除する排水管で管路延長が３ｍ以下の場合は最小管径を７５㎜（勾配　１００分の３以上）とすることができる。
3 使用材料は、原則、鉄筋コンクリート管、陶管及び硬質塩化ビニル管とする。
⑷　排水管の土かぶりは、私道で５０センチメートル以上、宅地内で２０cm以上とする。ただし、地形上の理由などにより、やむなく規定の土かぶりが取れない場合は、防護その他の措置を行う。
　  ⑸　排水管の据付けの基礎となる地盤をよく突き固め、埋戻し後における排水管の不等沈下を起こさないようにする。
　  ⑹　排水管は、原則として下流から上流に向かって布設する。
　  ⑺　排水管の継手は、ごみ、泥等を除去、清掃後に密着して接続させ、漏水しないようにする。
　  ⑻　埋戻しは、目地が十分固まってから管を動かさないよう土砂で胴飼いし、直接石塊など触れないよう、下層から順次、突き固めて上層まで埋め戻す。

⑼　管きょの施工は必ず測量し、やり方に合わせて受け口を上流に向け、管の中心線、勾配を正確に保ち布設する。
⑽  車両等の通行がある箇所においては、排水管を防護するための適切な処置を講じること。また、管の露出はできるだけ避けることとし、やむを得ず露出配管とする場合は、管の損傷を防ぐため適切な材料で防護する。
⑾　分流式の雨水管と汚水管が並列する場合は、原則として汚水管を建物側とする。
⑿　分流式の雨水管と汚水管は上下に並行することを避け、交差する場合は汚水管が下に雨水管が上になるようにする。
⒀　管径が変化する管と管の接合方法は、原則、管頂接続とする。
　２　ます
1 ますの材質は、原則、鉄筋コンクリート製又はプラスチック製し、外圧内圧に耐えうる強度とす
る。
　  ⑵　ますは、原則、次の箇所に設置する。
　　　ア　排水管の起点及び終点（市営浄化槽にあっては、市営浄化槽流入口の直前の箇所をいう。）並びに合流点及び屈曲点
　　　イ　排水管の管種、管径が異なる箇所
　　　ウ　排水管の勾配が著しく変化する箇所
　　　エ　排水管の延長が、その管径の１２０倍を超えない範囲において、排水管の維持管理上適切な箇所
　　　オ　新設管と既設管との接続箇所で流水や維持管理に支障をきたす恐れのある箇所
　　　カ　便所（小便器を除く）からの汚水が上流へ逆流することを防止するため、原則として鋭角に合流するようにますを下流に設置し、ます内に段差（３ｃｍ）を確保すること。
　  ⑶　ますの形状及び構造
　　　　ますの形状は円形又は角形とし、堅固で耐久性及び耐震性のある構造とする。
　  ⑷　ますの深さ及び内径又は内のりは、次表のとおりとする。
	コンクリートます　　　　　　　　　

	内径又は内のり幅（mm）
	深　　　　さ（mm）

	
	３００
	　６００ 以下

	
	３５０
	　７５０ 以下

	
	４００
	　８００ 以下

	
	４５０
	　９００ 以下

	
	５００
	１０００ 以下

	
	６００
	１２００ 以下

	
	
	

	小口径（プラスチック）ます
	
	内径又は内のり幅（mm）
	深　　　　さ（mm）

	
	汚　　水
	硬質塩化ビニル製
	１５０
	  ８００ 以下

	
	
	
	２００
	１２００ 以下

	
	
	ポリプロピレン製
	３００
３５０
	１２００ 以下

	
	雨　水
	硬質塩化ビニル製
	１５０
	　８００ 以下

	
	
	
	２００
	１０００ 以下

	
	
	ポリプロピレン製
	２５０、３００、３５０
	１０００ 以下


　　（注）　ア　汚水ますは地表面から下流側の管底までを、雨水ますは地表面からますの底部（※雨ますの底部とは泥ための底）までを、ますの深さとする。
　　　　　　イ　ますの深さが１．２ｍを超える場合は、原則として内径７５０㎜以上のコンクリートますを使用するものとするが、ますの深さが２．０ｍまでは内径３００㎜の硬質塩化ビニル製のますを使用することもできる。
　  ⑸　ふた
　　　　堅固で耐久性のある材質とし、汚水ますは密閉ふたとする。

　  ⑹　底部
　　　　ますの底部には、汚水ますにあってはインバートを、雨水ますにあっては深さ１５cm以上の泥だめを設ける。
なお、内径１５０㎜及び２００㎜の小口径雨水ますには、底部に溜まった土砂を容易に取り除けるよう、泥だめバケット（取手付き）等を設ける。

      ⑺　基礎
　　　　コンクリート製のますには砂利又は砂による基礎を、プラスチック製等のますには砂による基礎を、それぞれ施す。
　  ⑻　ますを据えつけるときは、基礎となる地盤をよく突き固め、ますを水平に設置すること。
　  ⑼　ますの内部には、水道管、ガス管等を通さないこと。
⑽　車両等が通る箇所においては、それに耐える構造のますを使用し、ふたについては、車両等の荷重から防護する鋳鉄製防護ふた等を用いること。
　３　最終ます
⑴　義務者（公共下水道（市街化区域（都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条第１項の市街化区域をいう。以下同じ。）内に所在するもの及び団地内特定環境保全公共下水道に限る。）若しくは小規模下水道の供用が開始された区域内又は市営浄化槽区域内において、法第10条第１項又は条例第22条若しくは条例第37条の規定により、排水設備を設置しなければならない者に限る。）又は公共下水道等に係る区域外流入者は、その排水設備を接続する下水道の種類に応じ、原則として、同一の敷地内で排水設備を下水道に接続させる前の箇所（維持管理に支障のない箇所とする。）のうち、次に掲げる箇所にそれぞれに定める宅内最終ます又は雨水ますを設置すること。ただし、同一の敷地内に設置することができない特別の理由があるときは、道路管理者（各区役所）の許可等を得て、当該敷地に隣接する公道又は私道内に設置することができる。
ア　公共下水道（市街化区域内に所在するもの及び団地内特定環境保全公共下水道に限る。）又は小規模下水道で、次に掲げるもの
(ｱ)　合流式のもの　原則として、官民境界から１ｍ以内の私有地内に宅内最終ますを１箇所
(ｲ)　分流式のもの　原則として、官民境界から１ｍ以内の私有地内に宅内最終ます（汚水に係るもの）及び雨水ますを各１箇所
イ　特定環境保全公共下水道及び農業集落排水処理施設　原則として、官民境界から１ｍ以内の私有地内に宅内最終ます（汚水に係るもの）を１箇所
ウ　市営浄化槽　原則として、市営浄化槽流入口から１ｍ以内の私有地内に宅内最終ます（汚水に係るもの）を１箇所
　　⑵　独立した複数戸の建築物からの下水を当該建築物の宅内の排水設備又は宅内最終ます（前号ただし書の規定により設置するものを含む。）を流下させ、公道又は私道に敷設する排水管に集合させて公共下水道等に排除する場合その他区域外流入者が公道又は私道に排水管を敷設する場合において市長が必要と認めるときは、当該排水管の終点で公共下水道等と接続させる直前の箇所に宅外最終ますを設置すること。
⑶　ますの材質は、鉄筋コンクリート製又はプラスチック製とし、その形状は、円形又は角形とすること。
　　　　ますの深さ及び内径又は内のりは、次表のとおりとすること。
	コンクリートます
	内径又は内のり幅（㎜）
	深　　　さ（㎜）

	
	３５０
	７５０ 以下

	
	４００
	８００ 以下

	
	５００
	１０００ 以下　

	
	６００
	１２００ 以下

	小口径（プラスチック）ます
	汚水
	２００・３００・３５０
	１２００ 以下

	
	雨水
	２００・３００・３５０
	１０００ 以下


　　　    （注）ア　汚水ますは地表面から下流側の管底までを、雨水ますは地表面からますの底部までを、ますの深さとする。（※雨ますの底部とは泥ための底）
イ　取付管の内径が２００㎜以上でコンクリートますを使用する場合は、深さにかかわらず内径又は内のりを４００㎜以上とする。
ウ　ますの深さが　１．２ｍを超える場合は、内径７５０㎜以上のコンクリートますを使用すること。ただし、ますの深さが２．０ｍまでの場合は、内径３００㎜の硬質塩化ビニル製のますを使用することができる。
エ　最終ますに防臭装置（Lトラップ等）を付けないこと。
オ　最終ますは原則段差付きとする。
　  ⑷　縦型汚水ます
通常の取付管（横型）の施工が不可能な場合（ますを下水道本管に近接して設置する場合、擁壁等の上で設置することが困難な場合等）には、汚水ますの底部に孔をあけた縦型を用いてもよいこと。この場合には、必ず、本市の承諾を事前に得ること。
⑸　ふた
　　　　ふたは、鋳鉄製（ダクタイルを含む。）、鉄筋コンクリート製又はその他堅固で耐久性のある材料とすること。また、汚水ますは密閉ぶたとし、汚水ますにあって「汚水」と、雨水ますにあっては「雨水」と表示したふたを使用すること。
⑹　底部
　　　　ますの底部には、汚水ますはインバートを、雨水ますは深さ１５㎝以上の泥だめを設けること。
なお、内径２００㎜の小口径雨水ますには、泥だめ部にたまった土砂を容易に取り除けるよう、泥だめバスケット（取手付き）等を設けること。
４　水洗便所
　  ⑴　便器
ア　便器は、使用に当たり当該便器の内面を完全に洗浄し得る装置とすること。
　　　イ　洗浄タンクは、洗浄のために必要な水圧及び水量を得られる構造のものとすること。
　　　ウ　洗浄タンクと大便器を連絡する洗浄管は、内径３０㎜以上とすること。
　　　エ　フラッシュバルブは、大便器にあっては　内径２５㎜以上とし、小便器にあっては　内径１３㎜以上とすること。
　　　オ　大便器の洗浄にフラッシュバルブを使用する場合は、逆流防止装置を設けること。
　５　付帯設備
　  ⑴　水洗便器、浴場、流し場、手洗い器等の必要箇所には、トラップ等の防臭装置を取り付けること。
　  ⑵　トラップの封水がサイホン作用又は逆圧によって破られる恐れがあると認められるときは、通気管を設けること。
第４　設計図（原則次のとおりとする）
　１　附近見取図
　　　附近見取図の縮尺は、１,０００分の１以上５,０００分の１以下とすること。
　２　平面図
　　　平面図の縮尺は、１００分の１以上２００分の１以下とし、次の事項を記載すること。ただし、面積の広大なものは、６００分の１まで縮小することができる。
　　⑴　申請地の位置、境界及び面積
　　⑵　道路、建物、水道、流し場、浴場、便所等の位置（市営浄化槽の設置を希望し、又は使用する場合にあっては、当該市営浄化槽の設置場所を含む。）
    ⑶　排水管きょの位置、管きょの容量、勾配及び延長
　⑷　ますの位置及び形状規格
　  ⑸　その他の付属装置の種類及び規模
　  ⑹　その他私道及び私有水路等を使用する場合の承諾書の写しの添付
　３　縦断面図
　  ⑴　縦断面図の縮尺は、横は平面図に準じ、縦はその５倍とすること。
　  ⑵　管きょの容量、勾配、地盤高、管底高及び土かぶりを表示すること。
　４　構造図
　  ⑴　構造図の縮尺は、２０分の１以上とすること。
　  ⑵　管きょ及び付属装置の構造規格を記載すること。
　  ⑶　グリース阻集器、オイル阻集器、排水槽等がある場合は、その機能が分かる構造規格及び大きさ決定の根拠を添付すること。また、阻集器の分離性能を妨げる後付けのばっ気装置や油処理剤は使用しないものとする。
　５　配管立図
　　　配管立図は、手洗器、便器、排水管、ます及び付属装置の形状規格を記載すること。
　６　その他
　　　地下階を有する建築物又は地上３階建以上の建築物は、建物の図面を作成すること。この場合において、１階の平面図は屋外及び屋内の排水設備を含めて作成することとし、２階以上の平面図は配管計画が異なるごとにその代表的な階の平面図を作成すること。また、地下階については、最深階の排水槽及び排水ポンプを含む平面図を作成すること。
第５　雨水貯留浸透施設
　   雨水貯留浸透施設には、雨水浸透施設と雨水貯留施設があり、それぞれ単独又は組み合せて総合的
に計画し、設置することで雨水抑制効果を十分に発揮させることが可能であるが、私有地内に設ける
雨水浸透施設（以下「浸透施設」という。）については、雨水の流出抑制、地下水の涵養、合流式下水
道の雨天時越流水の汚濁負荷の削減効果がある一方で、災害発生の誘因となるおそれもあることを考
慮して、その設置等に関して必要な事項を特に定めるものである。　　
　１　基本的事項
　　　浸透施設を設置するに当たっては、次の事項を遵守しなければならない。
⑴　浸透施設の設計は、対象区域の雨水排除計画を把握、理解し、雨水流出抑制の効果を発揮することを基本とすること。また、土地利用形態の変更により雨水流出量が増大する場合は、公共下水道管理者に協議し、下水道施設の負担軽減及び水環境の改善に努めること。
⑵　設置場所等の事前調査
　　　浸透施設を設置するに当たり、次の事前調査を行うこと。
　　　ア　地形、土質、地下水位等について調査
　　　イ　排水区域周辺の土地利用状況等について調査
⑶　浸透施設の設置は、雨水の浸透によって地盤変動を引き起こすことがないよう、次のア及びイに定める事項を遵守しなければならないこと。
　　　ア　次に掲げる区域は、浸透施設の設置禁止区域とする。
　　　 (ｱ)　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の規定により急傾斜地崩壊危険区域として指定された区域
　　　 (ｲ)　地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項の規定により地すべり防止区域として指定された区域
 (ｳ)　次図に示すように、傾斜度３５°以上の傾斜地に所在し、当該傾斜地の高さが２ｍ以上で、のり尻から高さの３倍までの範囲内の区域

（図）雨水浸透施設の設置禁止区域
　　　 (ｴ)　擁壁上部の区域
　　　 (ｵ)　(ｱ)から(ｴ)に掲げる区域の隣接地その他の住居及び自然環境を害するおそれのある区域
　　　 (ｶ)　工場跡地、廃棄物の埋立地等で、土壌汚染が予想される区域
　　　イ　次の区域は、浸透施設の設置に注意しなければならない区域とする。
　　　 (ｱ)　隣地の地盤が低く、浸透した雨水による影響が及ぶおそれのある区域
　　　 (ｲ)　斜面や低地に盛土で造成した区域
　　　 (ｳ)　既設浸透施設に隣地する区域
　　　 (ｴ)　地下水位が高い区域
⑷　浸透施設の選定に当たっては、土地及び地形を把握し、浸透機能が十分発揮できる施設の組合せを選定すること。また、土地の条件によっては、オープンスペースを利用した雨水貯留施設との併用も考慮すること。
　　　　浸透施設として代表的なものには、浸透管（浸透トレンチ）、浸透ます、浸透マンホール、浸透側溝、浸透性平板（浸透性ブロック）等があり、地形、地質等に応じて適切な施設を選定すること。
２　浸透管（浸透トレンチ）
　　　浸透管（浸透トレンチ）は、次の事項を考慮して設置しなければならない。
⑴　配管計画は、建物の屋根からの排出箇所及び地表面からの雨水流集箇所、宅内最終ます及び排水施設の位置、敷地　の形状等を考慮して定めること。
　　　　浸透トレンチには、維持管理等を考慮してますを設けること。ますは、浸透効果を高めるため、浸透ますを設置することが望ましい。
⑵　管径及び勾配は、選定した施設の設計浸透量、地形などから定めること。
⑶　使用材料は、コンクリート又はプラスチック製等とすること。
⑷　浸透施設による雨水排水は、建物及び地表面から流集した雨水を一時貯留しながら地中へ浸透させること。この場合において、浸透施設の位置及び設置条件等により土被りが異なるときは、浸透トレンチの上部砕石の埋戻しは１０㎝程度を目安とし、側面砕石厚は排水系統及び立地条件に留意して浸透能力を十分発揮できる構造とするとともに、特別な荷重がかかる場合には、これに耐える管種を選定するか、又は防護を施すこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
⑸　浸透トレンチは、公共下水道の排除方式に従って、最終ます（公共下水道に係る最終ますであって、雨水に係るものに限る。）又は側溝等に取り付けること。
　　⑹　浸透トレンチの沈下又は損傷を防止するため、必要に応じて基礎及び防護を施すこと。
３　浸透ます
　　　浸透ますの配置、材質、大きさ、構造等は、次の事項を考慮して定めなければならない。
⑴　浸透ますの設置箇所
　　　　雨水排水系統の起点を浸透ますの起点とし、終点、合流点、屈曲点、その他維持管理上必要な箇所に設けること。
⑵　浸透ますの材質は、コンクリート製又はプラスチック製等とすること。
⑶　浸透ますの大きさ、形状及び構造
　　　　浸透ますの内径又は内のりは、１５cm以上の円形又は角形とし、外圧及び地震などの自然災害によって破損しない堅固な構造とすること。
　　　　また、底部の構造は、清掃等の維持管理上泥だめを設けるものと、浸透構造にするものとに分けられるが、土地の状況及び雨水浸透の目的に応じたものを設定すること。
⑷　底部
　　　　浸透ますの底部は、維持管理がしやすく、浸透機能に応じた構造とすること。
　　　　底部を浸透構造とした場合は、直接地中に雨水が浸透できる利点はあるが、ごみ、落葉、土砂等の堆積による目詰まりによって浸透機能に支障をきたす場合があるので、設置場所等の選択に当たっては排水系統及び立地条件に留意すること。
⑸　ふた
　　　　堅固で耐久性のある材質とし、設置場所に適合した構造とすること。
　　　　ふたは、鋳鉄製、鋼製、コンクリート製、プラスチック製等を利用する。雨水集水用としては、地表面からの雨水を直接取り込める構造（格子形等）のものが有効とされるが、浸透ますの清掃及び維持管理等の面も考慮して、適宜、選択すること。
⑹　基礎
　　　　コンクリート製の浸透ますは砕石による基礎を、プラスチック製等の浸透ますは砂による基礎を、それぞれ施すこと。
　４　浸透施設の施工
　　　浸透トレンチ及び浸透ますの施工は、次の事項を遵守して行わなければならない。
⑴　掘削は、浸透トレンチ及び浸透ますの大きさに応じた掘削幅とすること。人力掘削の場合は、地山面が平滑にならないようにし、充填する砕石とのなじみをよくすること。
　　　　また、機械掘削の場合も、浸透面とする側面と底面は、人力で施工すること。
　　　　床付け面については、浸透能力を低下させる原因となる締固めを行ってはならないこと。基礎を施す場合は、砂利等で敷均し、極力足で踏み固めないこと。
⑵　掘削断面の地山の防護及び浸透施設の目詰まり防止のため、掘削前面に防水シートを敷く措置を講ずること。
⑶　浸透施設は、設計どおりに設置するものとし、浸透効果を高めるため、次の事項に留意すること。
　　　ア　浸透管は、排水管の布設と同様に、原則として下流から上流に向かって布設すること。
　　　イ　浸透ますの底部から浸透を行う場合は、底部をモルタル等で埋めてはならないこと。
　　　ウ　施工中は、浸透施設の内部に残土や砕石等が入らないようにすること。
⑷　浸透施設の上部埋戻し及び転圧方法については、次の事項に留意すること。
　　　ア　埋戻しに当たっては、埋戻し土砂等が充填した砕石部にはいらないようにシートの敷設状況を点検すること。
　　　イ　浸透施設の上部埋戻し（厚さ、１０㎝以上）には、施設を十分保護できる埋戻材で沈下のおそれのないものを使用すること。
　５　浸透施設の維持管理等
　　　浸透施設の管理者は、定期的に浸透施設を点検し、補修するなどにより、その浸透機能を保持するために必要な維持管理を行うものとする。

第６　取付管　　　
１　取付管　
区域外流入者が、その設置する排水設備により公共下水道等に汚水又は雨水を排除する場合において、当該排水設備を下水道本管に接続させるために設置する取付管については、次に定めるところによる。
⑴　取付管は、流下する雨水又は汚水の量に応じた管径、寸法及び勾配とすること。
　　　　なお、既設の取付管は、極力利用すること。
⑵　取付管の最小管径は１５０㎜とし、次表に定める管径を標準とすること。　　　
　　　　ただし、特定環境保全公共下水道、小規模下水道（市街化区域外の区域に所在するものに限る。）又は農業集落排水処理施設（以下「特定環境保全公共下水道等」という。）に汚水を排除する場合において、その排水人口が１５０人未満のときは、同表の分流式（汚水）に係る取付管の最小管径及び管径の標準を１００㎜とする。
	合流式、分流式（雨水）
	分流式（汚水）
	管径（㎜）
	勾　　配

	排水面積（㎡）
	排水人口（人）
	
	

	　　　　　　600未満
	　　　　　　300未満
	　１５０以上
	1.5/100以上

	　600以上　1500未満
	　300以上　 600未満
	　２００以上
	1.2/100以上

	 1500以上
	　600以上
	　２５０以上
	1.0/100以上


　　⑶　管種
　　　　管種は、陶管、鉄筋コンクリート管、硬質塩化ビニル管又はこれと同等以上の強度及び耐久性のあるものを使用すること。
⑷　平面配置
　　　ア　布設方向は、下水道本管に対して直角かつ直線的に布設すること。
　　　イ　下水道本管への取付け部は、原則として９０度とするが、下水道本管とますの位置が近い場合は６０度でも差し支えないこと。
　　　ウ　取付管同士の設置間隔が狭いと施工性も悪く場合によっては本管の強度低下につながり、維持管理作業にも支障となる恐れがある為、１ｍ以上離した位置に設置すること。

⑸　取付管の勾配及びソケット管の位置
　　　　取付管の勾配は、浮遊物質等の沈殿及び堆積が生じないようにするため、第２号の表に定める勾配を標準とすること。ただし、特定環境保全公共下水道等に汚水を排除する場合において、その排水人口が１５０人未満のときは、汚水の取付管の勾配を２．０／１００以上とすること。
　　　　ソケット管は、下水道本管の中心線から上方に取り付け、ソケット管を下水道本管に取り付けるときは、穿孔機（ホルソー）を使用すること。　　　　
⑹　下水道本管と取付管との関係
　　　　取付管２５０㎜以上で下水道本管に接続する場合は、すべて、既設人孔又は新規に築造する割り込み人孔に接続すること。
⑺　取付管の人孔への接続
　　　ア　汚水を人孔へ接続する場合は、取付管の管口をインバート肩に設置し、インバートの形状を改良すること。
　　　イ　取付管と下水道本管とに落差がある場合は、内副管等を設置し、インバートの形状を改良し、維持管理上支障のないようにすること。
　　　ウ　人孔へ接続する場合は、取付け箇所は躯体の天端より１５cm以上あけて削孔すること。
第７　排水槽（ビルピット等）
　　　排水槽は、構造、維持管理が適切でないと悪臭発生の原因となるため、下水道法政令第８条１１号

において「汚水を一時的に貯留する排水設備には、臭気の発散により生活環境の保全上支障が生じな
いようにするための措置が講ぜられていること」とされており、設置や維持管理に当たっては十分な
検討が必要である。なお、清掃時に発生する廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により、
一般廃棄物又は産業廃棄物として、規定に基づいて処理し、公共下水道に投機してはならない。
　排水槽の構造及び維持管理については、（社）日本下水道協会の下水道排水設備指針と解説及び（社）

日本下水道協会の排水設備工事責任者講習用テキストによる。
















